
                                                                                          

１．はじめに 

我が国は、少子化による急速な人口減少と高齢化、生産年齢人口の減少など未曽有の危機に直

面しています。「自治体戦略 2040 構想研究会」では、2008 年の 1 億 2,808 万人をピークに総人

口は減少局面に入り、今後、人口減少のスピードは加速し、2040 年には 1 億 1,092 万人に減少

する見込みと報告されています。 

社会が多様化するなか、税収や働き手の減少がもたらす課題に向けた取組みを限られた資源で

効率的に実施していくためには、ICT（情報通信技術）と ICT により高度化したデータの収集・

分析技術を、課題解決のためのツールとして積極的に活用していくことが重要です。 

こうしたなか、本市においても持続可能な自治体運営に向けて、ICT を活用した施策を戦略的

に推進するために必要な事項を定めた「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン」を策定するものです。 

 

２．計画の位置づけ 

本計画は、平成 29 年 3 月に策定した「第 6 次瀬戸市総合計画」を上位計画とし、ICT を活用

した施策を戦略的かつ横断的に推進することで、まちの将来像「住みたいまち 誇れるまち 新

しいせと」を実現するため、本市の ICT 戦略に係る基本方針を示すものです。 

また、官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）の成立を受けて、平成 29 年 5 月

30 日、同法第 8 条第１項の規定に基づいて閣議決定された「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民

データ活用推進基本計画」に即し、本計画を同法第 9 条第 3 項の規定に基づく「市町村官民デー

タ活用推進計画」として位置づけるものとします。 

 

３．計画期間（令和 3 年 4 月～令和 8 年 3 月） 

  本計画の計画期間は 5 年間とし、必要に応じ見直しを図ることとします。 

 

４．基本目標 

  本計画の基本目標を「1 まちの活性化」「2 生活の利便性向上」「3  ICT 基盤の強化」 

「4 スマート自治体の実現」と定め、それぞれに対応する ICT 関連施策を横断的に実施します。 

 １ まちの活性化 

 成長が見込まれる新産業分野の企業誘致等による活力ある地域経済の実現と、その担い手とな

る ICT 人材の育成や小中一貫教育をとおした「人づくり」による、まちの活性化を目指します。 

 

 

 ２ 生活の利便性向上 

  ICT を活用したシームレスな行政サービスの提供を行い、安全・安心な地域づくりや子育て支

援等をとおして、さらなる生活の利便性向上を目指します。 

 

 

 ３ ICT 基盤の強化 

  広域な通信ネットワーク環境の整備とそれに伴う行政サービスの拡充、インバウンドの獲得

を図るほか、オープンデータやマイナンバーカードの活用等、ICT 基盤の強化を目指します。 

 

 

４ スマート自治体の実現 

  ICT を活用した行政運営や事務の効率化、情報セキュリティ対策の強化、自治体クラウドの導

入等、スマート自治体の実現を目指します。 

５．基本目標と施策体系 

６.スケジュール 
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瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・ 

官民データ活用推進計画 

【策定】 

瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画 

施策（主な事業例） 

１ まちの活性化

【都市像①②】

ソフトウェア産業等の誘致・育成

（ITクリエイティブ企業等進出促進奨励金）

ICT人材の育成（次世代クリエーター育成）

小中一貫教育の推進（ICTを活用した授業）

２ 生活の利便性向上

【都市像②③】

防災、防犯の推進

（安全安心情報メール、被災者支援システム）

子ども・子育てサービスの推進

（子育てワンストップサービス）

高齢者・障害者への支援

（見守りサービス、ユニバーサルデザイン）

３ ICT基盤の強化

【都市像①②③】

デジタルシティの推進

（せとまちナビ、瀬戸市フリーWi-Fi、MaaS）

官民データの活用

（オープンデータ、ビッグデータ）

社会保障・税番号制度の活用

（マイナンバーカード）

４ スマート自治体の実現

【行政】

業務の効率化

（行政手続きの電子化、RPA・AIの導入)

システムの標準化、共同化

情報セキュリティの強化
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瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画 骨子  

基本目標 

令和 2 年 3 月 27 日 
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官民データ活用推進計画について 

市町村は官民データ活用推進基本計画に即し、都道府県官民データ活用推進計画を勘案し

て「市町村官民データ活用推進計画」を策定【努力義務】 

（官民データ活用推進基本法第 9 条 3 項） 
 

※平成 30 年度～ 

地域 IoT 実装推進事業（総務省）の補助を受けようとする市町村においては、官民デー 

タ活用推進基本法に基づく「市町村官民データ活用推進計画」を策定していることが要件。 

 

法律                 

 

 

総合計画 第 6 次瀬戸市総合計画      

 

 

個別計画 

 

 

 

 

 

 
平成 31 年４月 19 日内閣官房情報通信技術 (IT)総合戦略室 

「地方公共団体の官民データ活用推進計画について」抜粋  

「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画」構成 

 

第 1 章 はじめに 

 

第 2 章 計画の位置付け   

 

第 3 章 瀬戸市の現状と課題 

 

第 4 章 基本方針 

 

第５章 官民データ活用推進の目的と方針 

  

第６章 基本目標と目指す姿 

※まちの将来像「住みたいまち 誇れるまち 新しいせと」の実現を見据えた今後５ 

 年間の目指す姿を、基本目標ごとに施策レベルで提示。 

    ⑴まちの活性化 

    ⑵生活の利便性向上 

    ⑶ICT 基盤の強化 

    ⑷スマート自治体の実現 

 

第７章 事業一覧 

※中期事業計画から関連となる対象事業を抽出する。その他事業については、企画会  

議をとおして各課に照会。各事業の進行管理は中期事業計画に一元化を予定。 

※中期事業計画を踏まえ、毎年度更新することとする。  

   

  

 

 

    

 

 

 

 

官民データ活用推進計画基本法 

（平成 28 年法律第 103 号） 

瀬戸市 ICT 戦略推進プラン 

瀬戸市官民データ活用推進計画 

愛知県官民データ活用推進計画 

（令和元年度 3 月末策定） 

 

世 界 最 先 端 IT 国 家 創 造 宣 言 ・                   

官 民 デ ー タ 活 用 推 進 基 本 計 画 

（平成 30 年 6 月 15 日） 

令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 7年 令和 6年 

第 1 章 

～ 

第 7 章 

第 1 章～第 6 章 

第 7 章 

 

第 7 章 

 

第 7 章 

 

第 7 章 

 

中期事業計画 



                                                                                          

 

 

 

全体スケジュール 

日程 内容 

3 月 27 日（金） 

・第１回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会  

⑴ 委員委嘱及び委員長選任  

⑵ 事務局説明  

⑶ 委員意見交換（計画骨子（案）と計画構成について） 

5 月 25 日（月） 

・第 2 回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会  

⑴ 事務局説明 

⑵ 委員意見交換（基本目標と目指す姿について）  

９月 

⇒「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画【素案】」 

 

・第３回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会  

⑴ 事務局説明 

⑵ 委員意見交換（計画【素案】について） 

1１月 

⇒「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画【最終原案】」 

 

・第４回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会  

⑴ 事務局説明 

⑵ 委員意見交換（計画【最終原案】について） 

 

⇒パブリックコメントの実施 

２月 

 

⇒「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画【完成版】」 

 

・第５回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会  

⑴ 事務局説明 

⑵ 委員意見交換（計画【完成版】について） 

 

3 月 
 ⇒「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画」策定・公表 

     

 

 

 

 

 

瀬戸市ＩＣＴ戦略推進プラン検討委員会 委員名簿 

  氏名（敬称略） 所属等 分野 専門 

1 安田 孝美 名古屋大学 情報学部 教授 学識経験者 情報学 

2 後藤 昌人 
金城学院大学 国際情報学部 准教授 

（せとまちナビ開発検討会議会長）  
学識経験者 

情報学 

地域研究 

社会・安全システム科学  

3 濱村 文久 

西日本電信電話株式会社 ビジネス営業

本部 公共営業部門 公共ＳＩ・推進

担当 担当課長 

民間企業 
通信 

ICT ソリューション 

4 前田 みゆき 
株式会社日立システムズ 公共・社会

事業グループ 主席コンサルタント 
民間企業 

システム開発 

情報セキュリティ 

5 羽根 由美 
NPO 法人 IT サポーターまち LINKS 

顧問 

NPO 法人・

市民団体 
情報リテラシー 

6 林 ともみ NPO 法人ハッピーリング 代表理事 
NPO 法人・

市民団体 
地域福祉 

７ 寺田 康孝 瀬戸市教育委員 市民の代表 教育 

８ 戸田 新平 せとまちナビ開発検討会議委員  市民の代表 
メディア 

通信 

 

【オブザーバー】総務省 地域情報化アドバイザー 

愛知県 総務局 情報政策課 

瀬戸商工会議所 

名古屋大学  安田孝美研究室 

                金城学院大学 後藤昌人研究室 

 

【事務局】   瀬戸市 経営戦略部 情報政策課 

 

 


